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《論　　文》

　

カレツキと階級闘争 
＊

 

　
　

 山　本　英　司　

 
第１節　はじめに
 

　『ポスト・ケインズ派経済学入門』（Eichner （ed.） （1978））の所得分配の

章（Kregel（1978））において、ポスト・ケインズ派の所得分配理論の「２

つの基本的な出発点」［Kregel（1978） ;邦訳, 61頁］として、ケインズの『貨

幣論』（Keynes（1930））に加え、「おそらくより重要なもの」としてカレ

ツキの『景気循環理論研究1933－1939』（Kalecki（1966））が挙げられてい

る。このようにポスト・ケインズ派の所得分配理論の基礎を築いたとされ

るカレツキの所得分配理論については、これまで数多くの研究者によって

論じられてき た 。
　１

　一方、カレツキはケインズの『雇用・利子および貨幣の一般理論』（Keynes 

（1936））とは独立にかつ先行して「有効需要の原理」に到達していたとし

ても知られており、『景気循環理論』（Kalecki（1933a））がその最初の本格

　 　

＊　本稿は、2004年３月27日に行われた進化経済学会第８回福井大会（於：福井県立大

学）１日目のセッション「進化の思想」における報告をもとに加筆したものである。

司会の鍋島直樹（富山大学）・討論者の平野嘉孝（富山県立大学）の両氏（所属は

いずれも当時）をはじめとして、フロアからも有益なコメントをいただいた。ここ

に記して感謝の念を表するとともに、論文の形にまとめて公表するまでに思わぬ時

間を要したことをお詫びしたい。ただし、なお残るであろう見解の相違やありうべ

き誤りの責任はすべて筆者にある。

１　例えばRiach（1971）、Asimakopulos（1975）などを参照のこと。なお、ポスト・ケ

インズ派経済学全体の最近の入門書として、Lavoie（2004）を参照のこと。



的な理論的成果とされる。しかしながら、同書はポーランド語で書かれて

おり、その英語への抄 訳 が1966年に出版されたものの、全訳は1990年に刊
　２

行が開始された英語版カレツキ全集（CWMK ）を待たねばならなかった。

英語で『景気循環理論』の全貌が明らかになったことにより多くの研究が

誘発されたが、所得分配理論の観点からはあまり注目されてこなかったよ

うに思われる。

　また、理論経済学の範疇に属する所得分配理論は政治経済学の範疇に属

する階級闘争と結び付いており、カレツキ自身、「階級闘争と国民所得の

分配」（Kalecki（1971a））を著している。しかしながら、政治経済学の範

疇としての階級闘争に関しては、「完全雇用の政治的側面」（Kalecki （1943））

における「政治的景気循環」を除いてあまり研究者によって論じられてこ

なかったように思われ る 。
　３

　本稿は、所得分配理論及び階級闘争の観点から『景気循環理論』を検討

するとともに、特に政治経済学の範疇に属する階級闘争からカレツキの業

績を振り返るものである。結論として、所得分配理論及び階級闘争の観点

からも、『景気循環理論』はカレツキのその後の展開の理論的基礎を築い

たことが明らかにされる。
　

第２節　『景気循環理論』における階級闘争観
　

　カレツキの『景気循環理論』そのものの検討に入る前に、それに対する
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２　Kalecki（1962b）収録のKalecki（1962a）の英訳。Kalecki（1962b）全体の英訳がKalecki

（1966）である。Kalecki（1962a）の英訳は論文集であるKalecki（1971b）にも収

録され、以後、多くの研究は同論文集から引用を行っている。なお、Kalecki（1962a）

はKalecki（1933a）の要約版とされているが、両者の関係について詳しくは山本（2009）

第２章及び山本（2011）を参照のこと。

３ 「カレツキ理論における階級闘争と所得分配」（Jossa（1989））は、筆者が知るかぎ

り、カレツキ研究のうちタイトルに階級闘争の語を含む唯一の事例だが、その内容

はほとんど理論経済学の範疇としての所得分配理論の検討に終始している。
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批判（誤解）を見ておくのが有用であろう。パティンキンは次のように書

いている。「アレクサンダー・エーリッヒは、カレツキの1933年の小冊子

が、２人のポーランド共産党員、アレクサンダー・ライヒマン及びサミュ

エル・フォーゲルソンによって厳しく批判されたことを私に知らせてくれ

た。彼らは、技術的な誤りを持っている点、及び非マルクス主義的な見解

を表明しているという点についてカレツキを非難していたのであった。カ

レツキはライヒマンの批判に対する返答を書いたが、それは彼らの間にさ

らに激しい論争を引き起こした」［Patinkin（1982）, p. 63, n. 10］。

　この間の事情を英語版カレツキ全集の編者であるオシャティンスキによっ

て補足すると以下の通りである。カレツキに対して最初に批判を行ったの

はライヒマン１人であり、『季刊統計学』に「景気循環の数学的理論の一

つに対する批判的検討」を発表した。これに対しカレツキが同誌の次号に

「アレクサンダー・ライヒマンによる「景気循環の数学的理論の一つに対

する批判的検討」への答弁」（Kalecki（1933b）、以下「答弁」）を発表し

た。さらにこれに対してライヒマンとフォーゲルソンが同誌の１年後の号

に「景気循環の数学的理論の一つに対するもう一つのコメント」を発表し

たが、これに対するカレツキの返答は無い。なお、ライヒマンはワルシャ

ワ大学の数学の教授、フォーゲルソンは統計学者でポーランド自由大学の

講師であり、２人ともポーランド共産党員である［Osiaty�ski（1990）, p. 

443, p. 480］。

　ライヒマンとフォーゲルソンによる批判の原文は残念ながら利用するこ

とができないのでKalecki（1933b）及びOsiaty�ski（1990）から窺い知る

しかないが、大きく分けて、数式の取り扱いに関する「技術的な誤り」と、

賃金闘争に関する「非マルクス主義的な見解」の、２つの論点があるよう

である。そこで、後者の論点について見てみよ う 。
　４

　 　

４　前者の論点については山本（2009）第２章を参照のこと。



　オシャティンスキは次のようにライヒマンの主張を紹介する。「この命

題はライヒマン、次いでフォーゲルソンとライヒマンによって厳しく批判

された。「批判的検討」の330頁でライヒマンはカレツキの結論を引用して

次のように問う。「では賃金闘争は？　今日全ての資本家が全ての労働者に

賃金引き下げを押し付けているとしたら、何が起こるであろうか？」と。

そしてカレツキの主張を検討した後、次のように結論付ける。「この景気

循環決定論においては有効な（即ち資本家利潤を引き下げる）賃金闘争の

余地が無い」と」［Osiaty�ski（1990）, p. 478］。ここでライヒマンによって

批判の対象とされたカレツキの命題とは、『景気循環理論』第３部「応用」

第２章「生産、物価、賃金」第２節「賃金と社会所 得 の分配」における
　５

「よって、景気循環における総産出に占める粗利潤の割合の変動は賃金闘

争とは独立である。資本家は労働者の賃金を引き下げることによって不況

期において彼らの社会所得の割合を増やすことは出来ず、労働者は賃金を

引き上げることによって好況期において彼らの社会所得の割合を増やすこ

とは出来ない」［Kalecki（1933a） ; CWMK , Ⅰ, p. 100］である。確かにこれ

を読むかぎりではライヒマンの批判は妥当するように思われる。以下、「答

弁」におけるカレツキの反論を見ていくこととしよう。

　カレツキの引用によると、「カレツキの著作の最後におけるセンセーショ

ナルな主張は、本質的に同様にセンセーショナルな仮定から直ちに導き出

される」［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 109］とライヒマンはカレツキ

を批判する。ここでライヒマンの言う「センセーショナルな主張」とは

「景気循環の経路における社会所得に占める資本家利潤の割合の変動は賃
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５　ここで社会所得とは、さしあたり国民所得または総生産のことであると理解して差

し支えない。なお、カレツキは『景気循環理論』発表当時、ポーランドにおいて景

気循環・物価研究所に勤めていたが、そこで同僚のランダウと共にポーランドの社

会所得の推計も行っていた。英語版カレツキ全集第６巻『応用経済学研究1927-1941』

第３部「ポーランドにおける投資、消費、及び社会所得の推計」にその業績が集め

られている。
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金闘争に独立である」［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 109］という主張

であるとした上でカレツキは、それが『景気循環理論』第１部「理論の全

般的概説」第２章「仮定」における仮定から直ちに導き出されることにつ

いて同意する。そこでなされた仮定とは以下のようなものであった。

a）閉鎖経済を考察（政府財政と外国貿易は捨象する）

b）労働者は貯蓄しない

c）在庫は景気循環を通じて一定である

d）資本家消費は総実質利潤と増減を共にする

e）投資財生産は過去における投資注文によって決定される

　以上の仮定より、以下の命題が直ちに導き出される。ａ及びｂより粗蓄

積（資本家貯蓄）は投資財生産と在庫増との合計に等しくな る 。さらにｃ
　６

より粗蓄積は投資財生産に等しくな る 。さらにｄより総実質利潤は投資財
　７

　 　

６　このことは数式を用いると容易に説明できる。社会所得（総生産）をY、労働者賃

金をW、資本家利潤をP、労働者消費をCw、資本家消費をCp、粗蓄積（資本家貯

蓄）をS、投資財生産をA、在庫増をJとすると、

Y=W＋P （1）

P=Cp＋S （2）

W=Cw （3）

Y=Cw＋Cp＋A＋J  （4）

であるが、（2） 式及び （3） 式を （1） 式に代入して （4） 式と連立させると、

S=A＋J （5）

を得る。

７　（5）式においてJ=0を代入すると、

S=A （6）

を得る。

８　Kalecki（1933a）における仮定によると、資本家消費は固定的部分BOと資本家所得

（利潤）に比例する部分λPとから構成されるので、

Cp=BO＋λP （7）

であるが、（2） 式、（6） 式及び （7） 式を連立させると、

P=
�

 （8）

を得る。

BO＋Ａ
　　
１－λ



生産の関数とな る 。さらにｅより所与の時点における総実質利潤は過去に
　８

おける投資によって決定されることとなる。

　「これらの仮定のうちどれが「センセーショナル」と見なされうるのか

知りたいものである」［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 110］とカレツキ

は言う。ｂに異論はあるま い 。ｃは正確ではないものの容認しうる単純化
　９

である。ｄも異常とは思われない。ｅは確かに成り立つ。このようにカレ

ツキは反論を行う。

　続いてカレツキは、賃金引き下げが資本家利潤に与える効果について、

短期と長期に分けて論じる。まず、短期について。資本家が労働者の賃金

を引き下げてその分利潤を増やすためには、資本家全体として、資本家消

費と投資財生産との合計を、賃金引き下げの合計に等しいだけ増やさねば

ならない。それは不可能であるとカレツキは主張する。なぜならば、投資

財生産は過去の投資注文によって決定されているので変更不能であり、資

本家消費と投資財生産との合計であるところの利潤は投資財生産の関数で

あるので資本家消費も変化しな い 。よって短期において、資本家利潤は賃
　10

金を引き下げても増加することはない。

　では、長期についてはどうであろうか。賃金引き下げは投資注文を活発

化させて将来における投資財生産増、よって将来における資本家利潤増を

もたらすことはないのであろうか。ここでカレツキは、所与の時点におけ

る投資注文量は予想純収益性に依存し、予想純収益性は既存設備の粗収益

性と利子率とに基づいて推計されると仮定する。ここで総資本設備量をK 、

粗利潤をP 、利子率をi 、投資注文量をI とすると、
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９　この点を修正して労働者貯蓄を考慮した上で同様の結論を導出したのがPasinetti

（1962）である。

10　 （7）式及び（8）式を連立させると、

Cp=
�

 （9）

を得る。

B０＋λＡ
　　
１－λ
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�＝f  （�  
, i ）

となり、I /K はP /K の増加関数でi の減少関数となる。さらにi もP /K の

関数であるのでI /K がP /K だけの関数であるとすると増加関数になるは

ずである。さてそうなると、投資活動I /K は粗収益性P /K の増加関数で

あるところ、利潤P は過去における投資注文量I によって決定されており、

また必要更新量が景気循環を通じて一定と仮定すると所与の時点の資本設

備量K は過去における投資注文量I によって決定されており、よって所与

の時点における投資注文量I は過去における投資注文量I によって決定され

ていることとなる。すなわち、所与の時点における投資注文量I は賃金闘

争に依存せず、したがって賃金闘争は将来の投資財生産にも、よって実質

利潤にも影響を与えないこととなる。したがって賃金闘争は短期において

も長期においても資本家実質利潤に影響を与えないこととなる。

　では、労働者実質所得（賃金）に与える影響についてはどうであろうか。

カレツキはライヒマンに次のように答える。「「客観性への義務はここにも

う一つの追加を要求する」とライヒマンは書き、続けて私の著作から引用

する。「実質粗利潤P は、固定資本量K とともに、総産出Y を決定する。と

いうのは、資本稼働率Y /K は粗収益性P /K の関数だからであ る 」と」
　11

［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 114］。以上の議論より、資本家実質利

潤P も総産出Y も賃金闘争とは独立に決定されるのであるから、労働者実

質所得Y －P もまた賃金闘争とは独立に決定されることとなる。ライヒマ

ンの批判は妥当するかに見える。しかしながらカレツキは、「「客観性の感

覚」が私の批判者をして私の著作から次の但し書きを引用させなかったの

は残念である」［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 114］として、『景気循環

理論』から次の段落を引用する。

Ｉ   Ｋ 
P   Ｋ 

　 　

11　この引用文は元々、Kalecki（1933a） ; CWMK , I, p. 100, にあったものである。



　資本稼動度と粗収益性との間の関係は前節において自由競争と

の暗黙の仮定から導き出されたことに注意すべきである。実質粗

利潤P はそれ以前の投資注文によって完全に決定されるが、部分

的にカルテル化されたシステムにおいても賃金率の変化によって

影響を受けることはない。このことはしかしながら、総産出Y 、

それゆえ労働者実質所得Y －P については言うことはできない。

我々はこれらの問題をいくらか詳しく「景気循環とカルテル」の

節において検討す る ［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 114］。
　12

　さらにカレツキは、「景気循環とカルテル」の節から次のくだりを引用

する。

　完全にカルテル化されたシステムにおいても資本家は価格引き

上げまたは賃金引き下げによって自分たちの実質粗利潤を増加さ

せることはできない。しかしながら、この場合において、自由経

済の場合とは異なり、労働者実質賃金は引き下げられる。

　同様の過程が部分的にカルテル化されたシステムにおいても生

じるであろ う ［Kalecki（1933b); CWMK , Ⅰ, p. 114］。
　13

　すなわち、賃金引き下げが労働者実質賃金に影響しないのは自由競争の

場合だけなのである。完全にまたは部分的に独占的なシステムにおいては、

資本家は賃金引き下げによって自分たちの実質利潤を増加させることは出

来ないものの、労働者実質賃金は引き下げられるのである。なぜならば、

自由競争においては貨幣賃金の引き下げは物価の下落を引き起こして資本

582 ――カレツキと階級闘争

　 　

12　この引用文は元々、Kalecki（1933a） ; CWMK, Ⅰ, p. 101, にあったものである。

13　この引用文は元々、Kalecki（1933a） ; CWMK , Ⅰ, p. 108, にあったものである。
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家実質利潤に与える影響を相殺するものの、完全独占においては貨幣賃金

の引き下げにもかかわらず物価は下落せず、賃金引き下げの影響は売り上

げ、すなわち総生産Y の低下をもたらし、総生産Y が低下しても資本家実

質利潤P が一定なので、労働者実質賃金Y －P が引き下げられるからである。

部分独占においては物価と総生産はともに低下し、労働者実質賃金Y －P

は完全独占よりは小さな割合で引き下げられる。

　カレツキは次のように結論付ける。

　この観点から、「この景気循環決定論においては有効な……賃

金闘争の余地が無い」との私の批判者の主張は、自由競争の条件

が捨てられるや否や有効性を失う。

［Kalecki（1933b） ; CWMK , Ⅰ, p. 115］

　以上より、要するにライヒマンは『景気循環理論』を誤読していたとい

うことにな る 。しかしながら、誤読も故無しとはしないであろう。英語版
　14

カレツキ全集において、『景気循環理論』は目次を含めて44ページあるが、

そのほとんど全編が自由競争との暗黙の仮定によるものであり、「景気循

環とカルテル」の部分は２ページ相当分の分量しか無 い 。また、自由競争
　15

　 　

14　上記の引用における省略はKalecki（1933b）におけるものであるが、省略された内

容は、先に引用したように、「（即ち資本家利潤を引き下げる）」である。ライヒマ

ンが賃金闘争の目的を、労働者実質賃金の引き上げではなく資本家実質利潤の引き

下げであると明示的に位置付けていたのであれば、実は誤読ではない。ただ、賃金

闘争による資本家実質利潤の引き下げは労働者実質賃金の引き上げと表裏一体であ

るというのが常識的見解であるところ、実はその常識的見解にカレツキは異論を唱

えるのであるが、ライヒマンは常識的見解にとらわれているはずと見なした上で、

論点を労働者実質賃金の動きに絞るため、カレツキは「（即ち資本家利潤を引き下

げる）」を省略したのであろう。

15　実際には、「景気循環とカルテル」の部分以外は、自由競争に関して何らの仮定も置

かれていない。詳しくは山本（2011）を参照のこと。



とカルテルまたは独占のいずれが現実経済に妥当するものであるか、少な

くとも同書においては明示的な言及が見られない。もちろん、景気循環・

物価研究所において実証研究に携わっていたカレツキが現実経済における

独占的傾向に気付かなかったわけはな い 。しかしながら、独占こそが現代
　16

資本主義の常態であると理論的文献において明言されるのは後になってか

らであ る 。
　17

　ところで、カレツキの理論においては自由競争においてもカルテルまた

は独占においても資本家は賃金引き下げによって実質利潤を増やすことは

出来ないわけであるが、それはあくまで資本家全体についてであって、

個々の資本家については話は別であるとカレツキが述べていることはこれ

まであまり注目されてこなかったように思われる。自由競争との暗黙の仮

定の下での考察のくだりにおいて、カレツキは次のように述べている。「明

らかに、賃金引き下げに続いて一定に留まるのは総粗利潤のみである。し

かしながら、個々の資本家集団の間においては、利潤の割合におけるシフ

トが疑いなく存在するであろう。ある部門において賃金引き下げが生じる

と、その部門における資本家の利潤は増加する。同時に、しかしながら、
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16　例えば、景気循環・物価研究所のワーキング・ペーパーに発表された「ポーランド

の工業産出におけるカルテルの割合」（Kalecki（1933d））においてカレツキは、「カ

ルテル化された産出は、国内市場向けの大規模及び中規模工業の産出のうち37％を

占める。このカルテル化された産出は極めて集中されている。このうち83％は８つ

のカルテルによって占められ、17％が残り48のカルテルによって占められている」

［Kalecki（1933d） ; CWMK , VI, p. 303］と結論付けている。

17　その最も明確な最初の言明は1939年の『経済変動理論論文集』（Kalecki（1939a））

における有名な次の一節であろう。「独占は資本主義体制の性質に深く根差してい

るように見える。すなわち、自由競争は、仮定としては、ある研究の第１段階とし

て有用ではあろうが、資本主義経済の正常な状態の描写としてはそれは単なる神話

に過ぎない」［Kalecki（1939a）, p. 41; CWMK , Ⅰ, p. 252］。しかしながら、ここまで

あからさまな表現は見当たらないものの、上記引用部分によって締めくくられると

ころの『経済変動理論論文集』第１章の元となった論文である「国民所得の分配の

決定要因」（Kalecki（1938b））において、独占こそが資本主義の常態であるとの方

法論的・理論的立場にカレツキは到達していたと言えるであろう。
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他の資本家は、賃金を引き下げた資本家によって獲得された合計と等しい

量を失う」［Kalecki（1933a） ; CWMK , Ⅰ, p. 100, 傍点の原文はイタリック］。

また、同様の内容が「答弁」の脚注にも見られる［Kalecki（1933b） ; CWMK , 

Ⅰ, p. 111, n. 4］。カレツキはこれ以上の展開を行っていないが、その含意

するところを考察するのは興味深いことであろう。以下、カレツキが明示

的には展開しなかった帰結を考察することとしよう。

　カレツキの理論は、自由競争における賃金闘争の無効性を導き出すもの

であるが、これは資本家にとっては賃金引き下げの無効性を意味する。し

かしながら、個々の資本家はあくまでも自己の私的な利益を追求するのみ

であって資本家階級全体としての利益を追求するものではない以上、個々

の資本家には常に賃金引き下げの動機付けがあると言えよう。しかしなが

ら、それはあくまでも「抜け駆け」において初めて特別な利益が得られる

ものであって、もしも全ての資本家がそれを行えば誰も特別な利益が得ら

れないという帰結が得られるのは興味深いところである。

　より一層興味深い含意はカルテルまたは独占においてである。独占にお

いて、資本家は自由競争と同様、賃金引き下げによって実質利潤を引き上

げることは出来ないものの、労働者の実質賃金を引き下げることは可能で

ある。ところで資本家は、慈善家ではないもののサディストでもないはず

である。労働者に苦痛を与えんがために、自らの受け取る利潤は不変に留

まるのに賃金引き下げを行う必然性はない。しかしながら、資本家は資本

家階級全体の共同利益の実現を目的としているのではなく、あくまでも自

分自身の私的利益の実現を目的としている。よって、他の資本家の利潤を

犠牲にしてでも自らの利潤を増大させる可能性がある以上、賃金引き下げ

の動機付けは常に存在していると言えよう。そして、全ての資本家が同じ

行動に出れば結局のところ「抜け駆け」の利益は実現されないのであるが、

駄目で元々でやってみるだけの価値はあるであろう。否、他の資本家に出

し抜かれないためにも、やらなければならないと言うべきである。そして、



そうした資本家階級内部の抜け駆け競争が個別資本家にいかなる帰結をも

たらすかはアプリオリには不定であるが、ただ一つ明らかなことがある。

それは、労働者の実質賃金の減少である。すなわち独占資本主義段階にお

いては、自由競争段階と異なり、資本の「自由」な競争に任せていては、

労働者の生活水準は常に脅やかされる傾向にあるのである。

　一方、賃金引き下げは資本家階級全体に対しては何ら利益をもたらさな

いが、逆に、賃金引き上げも資本家階級全体に対しては何ら不利益をもた

らさないと言える。もちろん個別資本家にとって、率先して賃金引き上げ

を行うことは自殺行為である。しかしながら、全般的な賃金引き上げは、

資本家階級全体の利益を損うことなしに、労働者の実質賃金および総生産

の増大をもたらしうるのである。だが、個別資本家は言うまでもなく、資

本家階級全体としても、あえてそのような行動に出るいわれはないものと

言えよう。

　ここにおいて労働者階級の共同闘争の使命が明らかとなる。資本主義経

済システムそのものの打倒があるいは求められているのかもしれない。し

かしながら、その後の社会主義経済システムをいかに具体的に運営するか

は全く別問題である。ここでは、独占資本主義段階においてそのメカニズ

ムを前提とした上で、なお労働者階級にとって有利な方策が存在しうるこ

とが重要である。すなわち、全体としての賃金引き上げまたは物価引き下

げ、あるいは政府を通じての労働者の有効需要増である。

　このように、個別資本家の行動とそれが集団的になされることによる意

図せざる結果を考察することにより、自由競争資本主義においてではなく

まさしく独占資本主義段階においてこそ労働者階級の共同闘争の必然性が

理論的に導き出されるのはまことに興味深いと言えよう。カレツキが明示

的にこの論理を持ち出していたら、ポーランド共産党員のライヒマンはど

のような反応を示したであろうか。
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第３節　『景気循環理論』以前

　前節で見たように、『景気循環理論』においてカレツキは、独占資本主

義段階における賃金闘争の有効性を理論的に論証しており、かつ、カレツ

キ自身は同文献においては明示的に主張を展開していなかったとは言え、

それは労働者階級の共同闘争の必然性をも示し得たものであった。それで

は、『景気循環理論』以前のカレツキはどうだったのであろうか。

　オシャティンスキによると、「1920年代のカレツキを知る人々の回想によ

れば、グダニスク工科大学を離れてから彼は極めてラディカルな見解を保

持し、政治的左翼に関係するようになった。彼は共産主義の同調者であっ

た（ただし彼は党には参加しなかった。なぜならば、彼が言ったところに

よると、彼は自らの独立性を保持したかったからであった）」［Osiaty�ski

（1990） , p. 428］。また、カレツキは1931年12月創刊の隔週刊誌『社会主義

評論』に参加し、翌年政府によって発行を停止されるまで、ヘンリク・ブ

ラウン（Henryk Braun）というペンネームで頻繁に寄稿してい た 。1932年
　18

にカレツキは同誌に「恐慌期における賃金引き下げ」（Kalecki（1932a））

を発表している。以下、その内容を検討してみることとしよう。

　「資本主義の「医師」が、ますます深まる経済恐慌に直面して意気消沈

している一方、「やぶ医者」は病んだシステムの全ての病気に対する万能

療法を処方している。すなわち賃金引き下げである」［Kalecki（1932a） ; 

CWMK , Ⅰ, p. 41］。このような書き出しで始まる同論文は、もちろん「や

ぶ医者」の処方箋に反論するためのものである。

　カレツキは、次のような数値例を元に賃金引き下げの影響を考察する。す

なわち、単純化のため社会は資本家と労働者だけから構成されると仮定し、

総生産を月あたり100単位とする。総生産のうち60単位が労働者用消費財、
　 　

18　同誌の性格と当時のカレツキの社会主義運動との関係についてはOsiaty�ski（1990）, 

pp. 427-428, を参照のこと。



20単位が資本家用消費財、20単位が生産手段、にそれぞれ使用されるとす

る。また、労働者賃金は60貨幣単位、資本家利潤は40貨幣単位とする。こ

のとき、生産と販売は均衡する。

　ここで労働者の貨幣賃金が20％引き下げられたと仮定する。すると労働

者は消費財を60単位ではなく48単位しか購入できなくなる。このとき資本

家利潤は労働者所得の減少分だけ増えて40＋12＝52貨幣単位となる。以前

と同様、資本家は所得の半分を消費に、残り半分を貯蓄に回すとすると、

ここで新しい均衡は、消費財が労働者用消費財48単位＋資本家用消費財26

単位＝74単位、生産手段が26単位、計100単位で成立するように思われる。

（A）

　しかしながらカレツキは、「新しい所得分配への産出のそのような調整

は生じない
� � � �

」［Kalecki（1932a） ; CWMK , Ⅰ, p. 42, 傍点の原文はイタリッ

ク］と主張する。第１に、ここで消費財の生産は80単位から74単位に減少

しているが、消費財の生産者は生産を削減する理由はない。なぜならば、

しばらくの間は、彼らの利潤は労働者賃金の引き下げのおかげで増加して

いるからである。第２に、ここで生産手段の生産は26単位に増加している

が、賃金引き下げによって利潤が増加しているとしても生産手段の生産者

は生産を直ちに増加させることはない。なぜならば、恐慌の間、設備は能

力以下で稼動するからである。よって、消費財生産は80単位のままである

ところ、74単位が購入されるので６単位売れ残る。ここでカレツキは、消

費財価格の低下により労働者は48貨幣単位で労働者用消費財54単位（80－

26）を全部購入できるであろうとする。「このようにして、労働者用消費財

の新しい価格とともに、産出の分配と社会収入の分配との間に均衡は回復

されるであろう」［Kalecki（1932a） ; CWMK , Ⅰ, p. 42］。（B）

　続いてカレツキは、「しかしながら、賃金引き下げがそのような影響し

か与えないとしたら、基本的な問題が明らかに心に浮かぶであろう。すな

わち、最終的な分析において、賃金引き下げは本当に労働者に悪影響を与
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えないのであろうかと」［Kalecki（1932a） ; CWMK , Ⅰ, p. 42］。そこでさ

らに考察することにより、カレツキはやはり賃金引き下げは労働者に悪影

響を与えるとする。第１に、労働者用消費財の価格下落にはある程度時間

が掛かるため、移行期間において労働者は物価低下の利益の一部しか享受

できないであろう。第２に、労働者が強固に抵抗しないかぎりこの移行期

間は恒久化するであろう。なぜならば、個々の資本家は物価下落を賃下げ

の結果であると認識せず外的な要因と見なすため、物価下落からさらなる

賃金引き下げをという結論を引き出すであろうからである。第３に、これ

までの議論は資本家と労働者だけから成る単純化の仮定の下でなされてい

たが、実際には中間的な階層が存在するため、物価下落の利益の一部は中

小ブルジョワジーに収奪されるであろう。さらにカレツキは、ついでなが

らとして、これまでの議論は資本設備が完全稼動以下の恐慌期に限られる

として完全稼動の好況期を考察し、賃金引き下げによる資本家利潤の増加

は生産手段の増強へと向かい、生産手段を生産する産業における雇用の増

加がもたらされ、賃金引き下げにもかかわらず労働者用消費財は売れ残る

ことなく全て購入され、物価下落は生じないとする。その上で、好況は不

可避的に恐慌に取って代わられるとする。（C）

　このようにしてカレツキは、恐慌期における賃金引き下げは労働者階級

の生活水準と労働者実質賃金の総生産に占める割合の低下をもたらし、か

つ、総生産に占める資本家実質利潤の割合の増加はますます労働者用消費

財在庫の売れ残りにつながり、これはさらなる生産の縮小をもたらし恐慌

を深めることになると結論付ける。

　以上の議論には、『景気循環理論』におけると同様、労働者の貨幣賃金

の引き下げは労働者に不利益を与えるとともに消費財需要の減少を通じて

恐慌を深刻化させるという基本的な発想において共通な点が見られる。し

かしながら、論理的には矛盾を孕んだものと言わざるを得ない。

　Aは、「やぶ医者」のシナリオを示したものと思われるが、以下の議論に



おいて反論の対象として提示されている。だが、ここに見られるのは労働

者実質賃金を犠牲にしての資本家実質利潤の増大のみであって、生産水準

の上昇は見られない。「やぶ医者」は労働者の賃金引き下げこそが恐慌か

らの脱出すなわち生産水準の上昇をもたらしひいては労働者のためにもな

ると少なくとも表向きは主張するはずであるから、Aから議論を出発させ

るのは意味が無い。

　B以下でカレツキ自身の理論が示されるのであるが、数値例の扱いに疑

問がある。消費財が６単位売れ残るがゆえに物価下落が生じるとするのは

いいとして、なぜその６単位が全て労働者に購入されるのか納得しがたい。

48貨幣単位を持つ労働者と26貨幣単位を消費財支出に向ける資本家とに按

分されると考えるべきではないか。あるいは労働者用消費財（賃金財）と

資本家用消費財（奢侈財）との間には非代替性があるとするのであれ ば 、
　19

物価下落以前に資本家が消費財購入を６単位増やしていることの説明がつ

かない。しかしより問題なのは、次のCにおけるカレツキの論理展開を見

るかぎりでは、物価の変動を考慮すると賃金引き下げは労働者に悪影響を

与えることはないかのように見えるということをBにおいて言わねばなら

ないところ、カレツキの数値例に従うと労働者が購入できる消費財は実質

タームで54単位、仮に物価下落の利益を労働者と資本家に按分した場合は

80×48/74≒51.89単位と、いずれにせよ当初の60単位より悪化しているこ

とであ る 。なお、これは『景気循環理論』における自由競争のケースに相
　20

当すると言えよう。

　そこでCであるが、これは『景気循環理論』におけるカルテルまたは独

占のケースに相当すると言えよう。ここでは自由競争が働かない要因とし
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19　ちなみに、カレツキはKalecki（1939a）及び（1939b）において、生産財生産部門・

奢侈財生産部門・賃金財生産部門の３部門から構成される独自の再生産表式を展開

している。なお、カレツキの晩年の業績であるKalecki（1968）も参照のこと。

20　54単位の問題については、Osiaty�ski（1990）, p. 430, も指摘している。
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て、価格調整の遅れと労資の階級間の力関係が挙げられており、説明の仕

方が『景気循環理論』と比較してより動態的なものとなっている。また、

中間的な階層の存在の与える影響や好況期のケースについても検討してい

るのは新たな論点と言えるであろう。

　よって、「恐慌期における賃金引き下げ」に見られる1932年時点のカレツ

キは、特に自由競争が貫徹しない場合、労働者の賃金引き下げは有害であ

るという根底にある思想においては1933年の『景気循環理論』に先行して

いたものの、それを首尾一貫したそれなりに説得力のある理論的な形で提

示するには至っていなかったということになる。おそらくは1932年以前に

遡り得るであろうカレツキのその思想を理論的に展開する準備が出来たの

が、まさに1933年の『景気循環理論』なのであ る 。
　21

　

第４節　『景気循環理論』以後
　

　以上、カレツキの元来の思想が1933年の『景気循環理論』において理論

的に結実したことを見てきたが、以下、『景気循環理論』以後における展

開を見てみよう。

　自由競争資本主義ではなく独占資本主義段階においては、賃金引き下げ

は階級全体としての資本家の利潤を増加させることなく、かえって労働者

消費における有効需要の減少を通じて国民所得の減少さらには国民所得に

占める労働者所得の割合の減少をもたらすとの命題は、基本的に維持され

た。

　カレツキによる初の本格的な単行本である『経済変動理論論文集』（Kalecki

　 　

21　なお、「恐慌期における賃金引き下げ」と『景気循環理論』との間にカレツキは、

「恐慌の「資本主義的」克服は可能か？」（Kalecki（1932b））及び「景気循環に対

するカルテル化の影響」（Kalecki（1932c））を著している。前者は賃金引き下げが

恐慌を悪化させること、後者は自由競争よりもカルテルまたは独占の方が景気循環

を増幅させる（恐慌を深刻化させる）ことを論じているが、いまだ理論としては熟

していないと言えよう。



（1939a））では、第３章の「貨幣賃金と実質賃金」においてカレツキはま

ず、（１）自由競争、（２）俸給稼得者と肉体労働者は貯蓄しない、（３）

様々なタイプの賃金と俸給は同一割合で変化、（４）企業家と金利生活者

の消費性向は等しい、（５）利子率一定、といった単純化の仮定を置く。続

いてそれらの仮定を次々と緩めていきながら、自由競争においては貨幣賃

金の引き下げは産出と雇用を変化させることなく貨幣賃金と同率での一般

物価水準の下落をもたらすのみであり、一方、不完全競争においては貨幣

賃金の引き下げは実質賃金並びに賃金財生産部門における生産及び雇用の

減少をもたらす傾向にあることを理論的に説明していく。なお、その際、

マルクスの再生産表式を独自に利用した３部門から構成される再生産表式

が想定されている。また、実証的な裏付けとして「ブルムの実験の教訓」

（Kalecki（1938a））を挙げる。

　この主題がさらに集中的に論じられたのが『貨幣賃金と実質賃金』（Kalecki

（1939b））である。ここにおいてカレツキは、『経済変動理論論文集』と

同様、貨幣賃金引き下げの影響について、完全競争の場合、不完全競争の

場合と順に考察を進めており、さらに独自の考察として開放経済の場合に

ついても検討している。賃金引き下げによる物価の下落は世界市場におけ

る競争力を高め、輸出の拡大により生産と雇用に好影響を与えるであろう。

しかしながら、輸入原材料価格が一定であるためそれらを生産に用いる製

品の価格低下はゆるやかになり、実質賃金は低下し、労働者の購買力は低

下し、賃金財を生産する産業に悪影響を与える。よって最終的な結果は賃

金引き下げによる輸出拡大の程度に依存することとなるが、貿易相手国の

保護貿易を考慮すると、貨幣賃金の引き下げが生産と雇用の拡大をもたら

すことはありそうもないとカレツキは結論付ける。さらにカレツキは、

ポーランドにおける貨幣賃金と実質賃金の動向について実証を行い、自ら

の理論が裏付けられたとしている。

　ところで、カレツキが開放経済における賃金引き下げについて論じたの
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はこれが初めてではない。実のところ、『景気循環理論』において既に、

自由競争及びカルテルまたは独占のそれぞれの場合について、いずれの場

合においても閉鎖経済の場合とは異なり賃金引き下げによって資本家は貿

易黒字の形で利潤を増加させることが可能であるとカレツキは論じていた

のである［Kalecki（1933a） ; CWMK , Ⅰ, p. 101, p. 10 8］ 。だが、これは、
22

「もしも貿易黒字を増加させることが出来れば」と言い換えられるべきで

あろう。一国の政策による貿易黒字の増加は、他国が対抗措置を取らない

かぎりにおいて実現される。

　思い起こしてみるならば、カレツキは『景気循環理論』において、賃金

引き下げは資本家階級全体の利潤を増加させることはないものの個別資本

家の利潤を増加させることはあり得ると論じていたのであった。ここでの

資本家階級全体を世界資本家に、個別資本家を一国資本家になぞらえるな

らば、容易に開放経済に議論を拡張することが可能であり、貿易黒字によ

る一国資本家の利潤増を導き出すことが出来たであろう。しかしながら、

まさに同じアナロジーによって、先にカレツキの含意を考察した際と同様、

資本家間＝国家間の「抜け駆け」競争の結果、どの国も特別な利潤を得る

ことは出来ないのである。

　さて、カレツキは、賃金引き上げが階級全体としての資本家の利潤を減

少させることなく雇用と産出の増加をもたらすことが理論的に可能である

ことを論証したわけであるが、しかしこのことは、それが現に行われるで

あろうことを直ちに意味するわけではない。ここにおいて、政治経済学の

範疇としての階級闘争の問題が生じることとなる。

　『経済変動理論論文集』の第３章「貨幣賃金と実質賃金」の末尾におい

てカレツキは次のように結論付ける。

　 　

22　開放経済についてはKalecki（1933c）も参照のこと。



　確かに、賃金闘争が国民所得の分配に根本的変化をもたらすと

いうことはありそうもないことである。所得と資本への課税がこ

の目的を達成するためのはるかに強力な武器である。と言うのは、

これらの税は（商品税とは反対に）主要費用には影響せず、した

がって物価を引き上げる傾向を持たないからであ る 。しかし、こ
　23

の方法で所得を再分配するためには、政府はそれを実行する意志

と力との双方を持たなければならず、そしてこのことは資本主義

システムにおいてはありそうもないことである［Kalecki（1939a）, 

p. 92; CWMK , Ⅰ, p. 285］。

　すなわち、賃金闘争は物価上昇によって帳消しにされてしまうかも知れ

ないところ、むしろ重要なのは政府の役割であり、そして資本主義システ

ムの下では政府は結局のところ労働者階級の利益を代表することはないと

カレツキは見なしているのである。では資本家の利益を代表しているのか

と言うと事はそう単純ではない。なぜならば、既に検討したように、賃金

引き上げは確かに国民所得に占める賃金の割合を引き上げはするものの、

それはパイの拡大によってもたらされるのであって、階級全体としての資

本家利潤の絶対額を引き下げることはないはずだからである。ではなぜ、

資本家は賃金引き上げに反対するのであろうか？

　それに答えたのが、「完全雇用の政治的側面」（Kalecki（1943））である。

「確かに利潤は概して自由放任の下でよりも完全雇用体制の下での方がよ

り高いであろう。そして、労働者の交渉力の強化の結果として賃金率が上

昇したとしても、それは利潤を減少させるよりも価格を上昇させ、した

がって金利生活者の利益のみに悪影響を与える。しかし、「工場内の規律」

と「政治的安定性」が利潤よりも産業界の指導者にいっそう重視されるの

594 ――カレツキと階級闘争

　 　

23　詳しくはKalecki（１９３７）を参照のこと。
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である。彼らの階級本能は、永続する完全雇用はそれらの観点からすると

不健全であり、そして失業は「正常」な資本主義システムにとって欠くこ

との出来ない部分である、と語るのである」［Kalecki（1943）, p. 326; CWMK , 

Ⅰ, p. 351］。また、むしろこの方が有名であろうが、同論文の改訂版にお

いてカレツキは端的に次のように指摘する。「資本主義経済においてはも

し政府がその方法さえ知っていれば完全雇用を維持するであろう、という

仮定は誤っている」［Kalecki（1961） ;（1971b）, p. 138］。

　ここにおいて、工場内における賃金闘争が真にその実効性を持つために

は、労働者階級が権力を掌握しなければならないという社会主義革命が主

張されることとなる。カレツキがその問題を論じたのが「民主的計画の最

小限の要素」（Kalecki（1942））であ る 。以下、検討することとする。
　24

　カレツキはまず、今日では社会主義者に限らず多くの集団が計画経済に

好意的であるとした上で、重要なのは社会主義的または民主主義的計画と

独占資本主義的計画との区別であると指摘する。民主主義的計画とは、第

１に目的において、共同体全体のニーズの長期的な満足の最大化を目指す

ものであり、第２に手段において、生産者（労働者・技術者・経営者）が

自律した活動を行い創造的なイニシアティヴを発揮するものでなければな

らないとする。「民主主義的計画は、主要な勤労消費者大衆の利益を真に代

表する政府と国家機関によって指揮されねばならない」［Kalecki（1942） ; 

CWMK , Ⅲ, p. 270］。

　そして、労働党は幻想を持ってはいけないと言う。「独占資本主義者の

　 　

24　ただし、同文献の著者性には疑問があるとして、英語版カレツキ全集においては本

文ではなく付録に収録されている。同文献はイギリス労働党内の一グループである

「社会主義解明グループ」の機関誌に無記名で掲載されたものであるが、そのポー

ランド語への翻訳においては著者は「社会主義解明グループ」であるとした上で

「この報告はカレツキ氏の講演の後に彼と共同で作成されたものである」と注記さ

れていた［Osiaty�ski（1992）, p. 269］。ここでは仮に共著であるとしてもカレツキ

に著者性を認めることとする。



グループが強固に抵抗するのは、問題となっているのが彼らの利潤という

よりも彼らの個人的及び社会的権力だからである。その権力は２つの形態

を取る。全体としての社会における権力と、産業における労働者に対する

権力とである。第１の形態の権力が存続するかぎり、第２の形態の権力を

減少させるための労働組合を通じての工場内における労働者による努力は、

限定的な成功しか得られない。工場内における労働者の権利やより効果的

な労働者の代表、例えば労働者評議会や生産委員会など、を求めての闘争

は、もちろん、極めて重要であり、後に見るように、資本主義に対する全

面的な闘争において死活的な役割を持っている。しかしそれは、大資本家

の利益集団によって社会全体に行使される権力を打倒するために必要な政

治的闘争の代替物とは決してなり得ない」［Kalecki（1942） ; CWMK , Ⅲ,  

p. 271, 傍点の原文はイタリック］。大資本家グループは今日では国家内国

家を構成するほどであり、保守党、官庁、高位の軍人、司法、専門家等と

共に「支配階級」を形成している。これは階級的権力であり、「この権力

は捉えにくい様々な方法で発揮され得るのであって、例えば労働党政府に

よる単なる立法措置のような形式的な法律によっては打ち破ることはでき

ない。それは、単に彼らの政治的影響力ではなく、その現実の基礎、すな

わち、彼らが実質的に変わらぬ支配を及ぼしているところの巨大な生産力

における彼らの経済的権力を打倒することによって初めて打ち破ることが

可能なのである」［Kalecki（1942） ; CWMK , Ⅲ,  p. 271］。

　このように述べて、労働党が政権を握ってまず目的とすべきこととして、

社会における権力関係の変化を掲げる。それは労働者に自信を与えるもの

でなければならず、また断固として実行されなければならない。フランス

人民戦線政府の轍を踏んではならないともされる。また、戦後の復興期に

労働党の好機が訪れるとする。完全雇用は労働者の間に自信を生み出す。

「その時こそ労働党が政治的権力を最大限に発揮すべきであろう。大胆に

ストライキを、激しくストライキを。この時に、持続する社会革命の基礎
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が築かれるであろう。社会革命なくして社会主義計画は不毛な夢に留まる

であろう」［Kalecki（1942） ; CWMK , Ⅲ, p. 274］。このようにカレツキは締

め括る。

　これはほとんどアジ演説のようなものであって額面通りに受け取るには

躊躇を覚えざるを得ないが、しかし当時の時代環境を考えれば決して不自

然ではないであろうし、聴衆へのリップサービスも含まれていたであろう。

ただ、学術論文においては幾分オブラートに包まれていたカレツキの思想

が生の形で表明されたとも考えられる。

　カレツキの死の翌年に発表された「階級闘争と国民所得の分配」（Kalecki

（1971a））はまさにこの主題についてのカレツキの集大成であるが、そこ

では３部門から構成される再生産表式を用いて完全競争の場合と不完全競

争または寡占もしくは独占の場合とに分けて賃金率の変化について考察し

て、これまでと同様、「労働組合の権力の増大を示す賃金上昇は、古典派

経済学の教えとは反対に、雇用の増大をもたらす。逆に、労働組合の交渉

力の弱体化を示す賃金低下は雇用の減少をもたらす」［Kalecki（1971a） ,  

p. 7; CWMK , Ⅱ,  p. 102］との理論的な結論を引き出す。

　さらに政治経済学的な主張として、「賃金交渉以外の形態の階級闘争」

［Kalecki（1971a）, p. 8; CWMK , Ⅱ, p. 102］として、物価統制や、利潤に

対する直接税によって調達された賃金財への価格補助金を挙げ、「そのよ

うな方策が労働組合と連合した政治党派によって議会において実行されな

い場合には、労働組合の権力が支援ストライキ運動を組織するために使わ

れるかもしれない。古典的な日々の賃金交渉が、労働者に有利になるよう

に国民所得の分配に影響を与える唯一の手段というわけではないのである」

［Kalecki（1971a）, p. 8; CWMK , Ⅱ, p. 103］と述べている。まさしくこれ

は、「民主的計画の最小限の要素」の延長線上にあるものである。また、

これまたカレツキの死の翌年にコヴァリクと共著で発表された「「決定的

な改革」についての考察」（Kalecki and Kowalik（1971））における、「最



近の学生運動は、歴史の舞台に登場しつつある新しい世代を操るためのブ

ルジョワ権力機構の能力が低下しつつあることの前兆であるように思われ

る、との慎重な主張を表明することも出来るであろう」［Kalecki and 

Kowalik （1971） ; CWMK , Ⅱ, p. 476］との主張とも一続きのものであろう。
　

第５節　おわりに
　

　以上、「民主的計画の最小限の要素」（1942）や「「決定的な改革」につい

ての考察」（1971）に見られる政治経済学の範疇に属する階級闘争に関する

カレツキの主張は、単なるアジ演説または印象論に留まるものではなく、

理論経済学の範疇に属する所得分配理論による裏付けを有しており、それ

は『景気循環理論』（1933）によって基礎を与えられていたことを明らかに

した。カレツキが明示的には展開しなかった論点を含めてカレツキの主張

を要約すると、「自由競争資本主義と異なり、独占資本主義段階においては、

賃金引き上げは資本家実質利潤を引き下げることなく労働者実質賃金及び

総生産を増大させる。しかしながら、個別資本家は常に賃金引き下げの動

機付けを有する。ここで重要なのは、労働者階級全体の共同闘争である」

というものである。

　カレツキの、第２次世界大戦後にイギリス労働党が取るべき路線につい

ての主張や1970年当時の学生運動についての評価は、1989年のベルリンの

壁崩壊と冷戦終結宣言の後、時代遅れとなったかに見えた。しかしながら、

2006年の「格差社会」の新語・流行語大賞トップテン選出、2008年のリー

マンショックとそれに続く世界金融危機、2011年の「We are the 99%」を

スローガンに掲げてのウォール街占拠等の動きは、カレツキの言葉に再び

リアリティーを与えているかに見える。また、階級的権力についての「こ

の権力は捉えにくい様々な方法で発揮され得るのであって、例えば労働党

政府による単なる立法措置のような形式的な法律によっては打ち破ること

はできない」とのカレツキの主張は、既得権益の打破を掲げて2009年に政
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権交代を実現した民主党政権のその後の迷走を予言していたかに見える。そ

ういった意味で、カレツキの思想と理論はなお現代に示唆を与え続けてい

ると言えよう。
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